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特集　移行経済の現状と展望

ポスト社会主義土地改革の考察

山　村　理　人

　移行経済諸国の多くでは，旧集団経営の継承法人などの大規模農場が主要な農業生産組織として存

続している．本稿は，こうした現象を根拠づけている諸要因を分析し，これら大規模農場の「生存能
力」を検証するものである．まず，最初に各国における土地改革の政策比較を行ない，政策的差異を

規定した諸要因について考察する．次に，土地改革の後に生じた土地関係について分析し，再配分後
の土地所有の効率性について分析を加える．第3節では，土地改革後の農業生産組織について扱うが，

そこでは大規模農場の存続の問題とそれを規定する諸要因について論じられる．最後に，第4節では，
大規模農場の「生存能力」と，移行経済諸国の今後の農業発展の道について考察する．

はじめに

　本稿が対象とする「ポスト社会主義土地改

革」とは，旧ソ連・東欧の国々で，社会主義体

制崩壊後に行われた農村での所有と生産組織を

めぐる一連の改革を指している．「土地改革」

とここで呼ぶように，それは土地所有権の再配

分・私有化を中心としたものであったが，狭い

意味での土地問題にとどまるわけでなく，土地

再配分と密接に結びついた構造改革，とりわけ

農業生産組織の変革を含むものである．　改革

が始められた当初，それは集団農場体制の崩壊

を導き，農業構造は急速に西側で見られるよう

な構造に終息していくだろうと多くの者が考え

ていた．確かに一部の国では，土地改革によっ

て「非集団化」が起こり，個人経営が支配的と

なったが，他方では，多くの国で旧集団経営を

継承した大規模農業組織が高い割合で存続・活

動している．本稿の目的は，各国における土地

改革を比較分析しながら，何故，こうした事態

が生じているのかという問題を明らかにするこ

とにある．また，旧集団農場（国営農場を含む）

を継承した大規模農場が，市場経済のもとで，

どの程度の「生存能力」（viability）を持つのか

という点を考察し，移行経済諸国における農業

発展の道についての展望を与えることもここで

の課題である．

1．各国における政策の比較

　表1は，各国における農地再配分の主要な方

法をまとめたものである．表の中で，社会主義

時代の所有権者が「個人」，土地の配分対象者が

「所有老」と書かれているのは，社会主義時代に

も名目的には集団化以前の土地所有権が廃止さ

れていなかった国を示している．しかし，社会

主義時代には，形式上の所有者には，所有権の

実体を成す土地利用の権限，地代取得の権限，

土地の処分権は与えられていなかった．これら

の国では土地改革によって，社会主義時代には

剥奪されていだこうした権限の「返還」（resti・

tution）が行われたのである．

　表で示されているように，東欧諸国では「返

還」方式が主流であり，ロシアなど旧ソ連諸国

では，農場構成員への土地持ち分権配分という

形での「土地私有化」が行われた．アルバニア

では農場構成員への土地の物理的分割・配分が

成され，たが，これはヨーロッパの旧社会主義諸

国の中では例外的なケースをなしていた．

　各国における政策の違いを規定した要因とし

てはいくつかあげられるが，最も重要なファク

ターは，集団化後の資産所有権の状態セある．

すなわち，社会主義時代でも形式的に個人の所

有権が維持されていた資産については，全ての

国で権利返還の対象となったのである．土地を
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表1．各国における農地再配分の主要な方法

社会主義時代の主要
@な農地所有権者

配分対象者 配分方法

チェコ 個人 所有者 旧所有区画の権利返還

スロバキア 個人 所有者 旧所有区画の権利返還

ハンガリー 協同組合・個人 旧所有者 補償バウチャーの支給

農場員 持ち分権の配分

バウチャー所有者 オークションによる売却

東ドイツ 個人 所有者 旧所有区画の権利返還

アルバニア 国家 農場員 物理的分割配分

ブルガリア 個人 所有者 旧所有区画の権利返還

ルーマニア 個人 所有者 旧所有区画の権利返還

ロシア 国家 農場員 持ち分権の配分

ウクライナ 国家 農場員 持ち分権の配分

ベラルーシ 国家 農場員 持ち分権の配分

ラトビア 国家 旧所有者 旧所有区画の権利返還

リトァニア 国家 旧所有者 旧所有区画の権利返還

エストニア 国家 旧所有者 旧所有区画の権利返還

国有化していた旧ソ連やアルバニアと，．その他

の東欧諸国との違いはここにある．また，各国

における集団化前の土地所有の状況も影響を与

えるファクターであると指摘されている
（Swinnen　1997；Swinnen　and　Mathijs，1997），

特に，集団化前の土地所有の民族構成と土地所

有の平準度が大きな意味を持つ．前者について

は，他民族が土地所有者だった場合は，所有権

の返還が行われないのが普通である．アルバニ

アのように，集団化前の土地所有がごく少数の

地主に集中していた国では，「歴史的正当性」と

公平性の2つの原則が対立することとなるが，

結局，「歴史的正当性」の方は犠牲にして，公平

性を重視した政策（旧地主への所有権の返還で

はなく，農民への土地の均等配分）をとらざる

を得ないということになった．

2．改革後の土地関係

2．1所有権の再配分と効率性

　次に，以上のような土地再配分政策の後に形

成された土地関係について，効率性の観点から

考察を加える，改革後の土地関係の効率性にと

らて最も重要な点は，土地所有の配分状況，土

地所有権が誰に配分されたのかという問題であ

る．「コースの定理」として知られているよう

に，市場が完全で取引費用がゼロならば，所有

権の配分状態は効率性に影響を与えない．しか

し，土地市場は，市場経済諸国においても通常，

非常に不完全であり，必ずしも最も効率的な生

産者に土地が集中しない．移行経済諸国の場合

は，市場は未発達であり，取引費用は著しく大

きいので，土地所有の配分状態は効率性に影響

を与える極めて重要な要因となる．

　土地所有の「権利返還」という形で改革が行

われた東欧諸国について，実現した土地関係の

特徴をあげてみると，（1）土地所有の極端な細

分化，（2）所有と利用の極端な分離，（3）所有者

の不在地主化，（4）これをカバーするものとし

ての賃貸借関係（借地農場制度）の発達，という

4つの点が指摘される．

　このうち，土地所有の極端な細分化について，

集団化前の所有者への権利返還という政策が必

然的にもたらしたものである．それは，集団化

前の土地所有構造をそのまま復活させることを

意味する．東欧諸国では両大戦間期，および第

二次大戦後の土地改革により零細土地所有が大

量に存在していた上に，バルカン諸国および中

欧の多くの地域では均等相続制度が慣習として

根づいていて，土地所有の細分化を一層ひどい

ものにしていた．こうした数十年前の所有構造

がいきなり復活することになってしまったので

ある．

　たとえば，スロバキアでは旧所有者への土地

返還のおかげで生まれた土地所有の平均規模は

わずか0．45haに過ぎず，1つの土地区画が14－

15の共同所有者によって所有されているとい
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う状態が生まれた（OECD　1996，　p．64）．ルーマ

ニアでは，所有権返還の結果，1490万haの農

地が3000万の牛角に分割され，，しかも，いわゆ

る分散銘旗的な状況が復活して，1人の所有地

が3つ以上に分散しているケースが全体の6割

以上にも達していた（Sarris　and　Gavrilescu

1997，p．218）．

　「所有と土地利用の極端な分離」および「所有

老の不在地主化」の問題は，土地所有権の返還

の対象となった旧所有老およびその相続権者の

多くが，集団化後の数十年の間に農業を離れ，

現在では都市に居住するようになった結果であ

る，彼らは，土地を受取っても自ら農業を営む

意欲や可能性を殆ど持たない．その結果，中欧

諸国でもバルカン（アルバニアおよび旧ユーゴ

を除く）でも，農地の大部分は借地として利用

されている．たとえば旧東ドイツ地域では，借

地面積比率は実に95％に達しており（Tillak

1999），チェコやスロバキアでも同じ水準にあ

る．

　こうした土地関係は，効率性を著しく低下さ

せているといえよう．理論的には，借地契約に

よって土地をより効率的な生産者に集中するこ

とができるが，所有権の極端な細分化・分散化

による取引コストの増大によって，それは妨げ

られている．増大した取引費用は，所有者か土

地利用者のいずれかが負担しなければならない．

新規の個別経営が必要な面積にまで土地を集中

する費用は，しばしば負担困難なほど大きくな

る．一方，都市に生活する土地所有者にとって，

効率的な土地利用者を見つけるための情報コス

トは高いのであり，結局，取引費用の節約の必

要性から既存の土地利用者＝集団農場の後継法

人に土地をそのまま利用させるという方法がと

られる．これ，は，個別経営よりも集団経営の方

が効率的で高い地代が支払えるということから

でなぐ，土地所有の分散化に伴う取引費用の増

大の結果なのである．

　これに対し，土地所有者の多くが所有地の存

在する農村内に居住する場合は，土地集中化の

ための取引費用が相対的に小さくなるので，集

団農場の後継法人と新規の個人農業老との間で
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土地をめぐる競争が起きる．土地所有者は支払

われる地代水準によって土地を貸与する者を選

ぶようになる．こうした状況は，たとえばブル

ガリアやルーマニアに典型的に起きており，ま

たハンガリーや旧東ドイツ地域でも同様の状況

がある程度見られる．

2．2所有権の強さと明確性

　「新制度学派」の論者がしばしば強調してき

たように，多くの非効率的な資産利用の形態は

不明確に規定された所有権に基づくものである．

所有権が不明確にしか定義されていない状況で

は，資産の処分について誰が意思決定を行なう

のかについて明確なゲームのルールが存在しな

い．Andrei　ShleiferとRobert　Vishnyによれ，

ば，そうした状況のもとでは，次のようなデフ

ォルト・ルールが通常，適用される（Shleifer

and　Vishny　1994）．

　（1）最初に資産を得た者，利用している者が

資産の利用についての排他的な権利を持つとい

うルール．（2）誰も資産を利用できないという

ルール．あるいはその変形ルールとして誰もが

新しい方法で資産を利用できず現状が続けられ

るというルール．（3）全ての経済主体が資産を

利用しようとする状態．誰もが他者による資産

．利用を排除できない状態（ナッシュ均衡的状態）．

　いずれの状態も効率的な資産利用が実現され

ない．彼らによれば，私有化の目的は，社会主

義時代には不明確となっていた所有権を明確に

し，非効率的なルールを効率的資産利用を導く

交渉プロセスに置き換えることにある．こうし

た議論は，取引費用の存在を無視したものであ

り，たとえ所有権が法的に明確化されても，取

引コストが非常に高い場合は，経済主体の間の

交渉・契約によって効率的な資産利用が導かれ

るとは限らない．その意味で所有権の明確性は，

資産の効率的利用の十分条件ではないが，必要

条件ではある．

　農業をめぐる所有関係の場合についても同様

である．所有権の不明確性が，特に問題となっ

ているのがロシアやウクライナなどの旧ソ連諸

国である．既にみたように，ロシアなどでは，
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集団経営の土地や資産の所有権は，構成員の持

ち分所有権という形で「私有化」されたが，こ

の形態は，所有権としては極めて不明瞭で弱い

ものである．土地についてみると，形式的には

東欧諸国と同様に，所有と利用（集団経営およ

びその後継法人による）が分離しているので両

者の間に賃貸借契約が結ばれ地代が支払われな

ければならないはずだが，実際にはそうした契

約関係はちゃんと結ばれておらず，地代も支払

われない．集団経営の構成員は，土地や資産の

「持ち分所有者」と呼ばれてはいるが，所有権の

実体を伴っていないし，構成員の資産に対する

意識も社会主義時代と殆ど変わりが無い（山村

1997，　p．111）．

　東欧諸国の場合でも，技術的な理由から旧所

有者への権利返還のプロセスが長引き，所有権

が不明確な状態が続いて効率的な資産利用が妨

げられているという状況がしばしば見られる

（典型的な例がスロバキアやブノレガリア）．特に

土地や資産を実際に利用している生産者による

投資が阻害されている．

　土地に対する権利の明確性については所有権

とならんで土地利用権の問題が重要である．移

行経済諸国では，土地所有権が明確に規定され

ている場合でも，借地者の権利について十分配

慮されていないために効率性が損なわれている

ケースが多く見られる．所有者の権利強化のみ

に目を奪われ，土地利用者の権利に無頓着な傾

’向が強いためであるが，むしろ，社会主義時代

からの伝統的な土地利用者＝集団農場の既得権

を弱めるという観点から土地利用権は意図的に

ないがしろにされた面もある．土地利用者の権

利が弱く不明瞭なため，投資インセンティブが

失われている．借地に依存した生産者は，土地

に長期に固定するような投資は回避し，短期的

に収益があげられる作物（穀物など）に生産を集

中する傾向が顕著である．

2．3移行経済における借地農業

　既に述べたように，ヨーロッパの移行経済諸

国の大半で，農業生産者は農地の大部分を借地

によって経営を行なっている．それはしばしば
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取引費用の増大をもたらしているが，他方では，

こうした極端な形での借地農業経営には，いく

つかの利点も見出されている．たとえば，借地

農業は特に農場構造が大きく変化しなければな

らないような状況において，大きな利点を持つ．

土地の集中という点で見ると，借地による経営

拡大の方がスピードが速く，適正規模に到達す

る時間が短くてすむ．移行経済諸国におけるよ

うに，構造調整・構造変化をより迅速に進める

必要がある国では，借地農業は有利な形態であ

る．土地を物理的に農民の間に再配分し大量の

零細自作農をつくった国々の場合では，土地の

再集中化のプロセスは非常に時間がかかる可能

性がある．

　第二に，借地農場の場合，土地相続によって

経営を継承する家族農場に比べ，その経営者に

は，才能に恵まれ’た者がより多く見出される．

相続に依拠した伝統的な家族農場の場合は，経

営者の選別という面で大きな弱点を持っている

が，借地農場の場合は，こうした弱点が存在し

ない．借地農業者は地代を支払う覚悟をし，リ

スクをすすんで負った老達である．もし経営の

才能がないために赤字となり地代を支払えなく

なったら経営は継続できなくなる．その意味で

市場の力によって農場経営の才能に恵まれた者

だけが選ばれるようなメカニズムが働くのであ

る．このような借地農業の利点は，伝統的な家

族経営中心の西ドイツ地域の農業と借地農業中

心の東ドイツ地域の農業を比較したドイツの農

業経済学者によって見出されたものである
（Koester　1999，　pp．24－25）．

　このように，経営の効率性という観点からは，

借地農業の方がすぐれている面があるが，市場

の力により敏感に影響を受けるという点は，逆

に安定性sustainabilityという面で問題を生む．

より効率的だからといって，借地農業の方が生

存能力が高く安定しているとは言えないのであ

る．たとえば農産物価格が長期にわたって採算

ラインを割ってしまうような農業不況が起きた

としたら，借地農場者はたちまち地代が支払え

なくなり，経営存続が不可能となってしまうで

あろう．これに対し家族農場の方は，過去の歴
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史が示すように，農業不況の時にその生存能力

の高さが発揮される．

　また，借地農業には昔からよく知られたエー

ジェンシー問題が発生する可能性がある．すな

わち，土地資産の保全に対して十分な注意が払

われないという問題である．契約によってこう

した問題を解決しようとしても，モニタリング

や契約を守らせるようにするための監督が必要

となり，これらの取引費用は所有者が負担しな

ければならない．

3．改革後の構造：生産組織

　移行経済諸国では，体制転換と土地改革の後

に，次のような多様な生産組織が出現した．

（1）コルホーズ型集団農場およびその変形，（2）

農業生産協同組合およびその変形，（3）社会主

義農場から生まれた大規模会社農場（share－

holderによって所有されるあらゆるタイプの

法人形態），（4）小人数によるパートナーシップ

経営（共同所有や共同作業で特徴づけられるが，

会社農場や協同組合農場に比べずっと小人数で

規模が小さい），（5）多数の雇用労働を用いた個

人借地農場，（6）市場指向型のフルタイム家族

農場，（7）自給的零細生産者．

　これらの生産組織については様々な視角から

の議論が可能であるが，ここでは，まず，大規

模組織農場（集団経営，新生産協同組合，会社農

場）と家族農場に代表される個人経営という2

つの対立するカテゴリーに注目し，特に大規模

農場が何故，存在し続けるのか，個人経営化が

進展しない場合，その原因はどこにあるのかと

いう問題を考察する．

　そして，さらに，集団経営の継承法人の性

格・特徴，動態を明らかにし，その生存能力に

関する次章の議論に結び付けたい．

3．1移行経済における「大規模農場」の存続

　　とその要因

　大規模農場とここで呼んでいるのは，正確に

は「大規模組織農場」のことを念頭においてい

る．ここでは，「規模」とは土地面積や家畜頭数

といった物的指標と直接結びついた概念として

表2．個人経営の農地利用面積シェア
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1987 1990 1993 1994 1995 1996 1997

チェコ（1｝ 6 13 20 22 23 25

スロバキア（n 6 5 5

東ドイツ（2） 10 20 22 22

ハンガリー 14 28 45 54 58

アルバニア 0．5 4 94 100

ブルガリア 10 13 26 44 53 52

ルーマニア 16 61 67

ラトビア 5 79 95

ロシア 2 9 9 10 10 11

アルメニア⑧ 7 95 96 95 95

備考）（1）1987年の数値は，チェコ・スロバキア全体のもの．

　　（2）東ドイツの場合，2－4人からなるパートナーシップ経

　　　営の面積を加えると表の数値の約2倍になる．

　　（3）1991－1996年は耕地面積についてのデータ．

資料）　Swinnen　and　Mathijs，1997；EC　l998；KSH　1998；Tillak

　　1999；Ministry　of　Agriculutre　of　Czech　Republic　1998；

　　Goskomstat　1998；Statkomitet　SNG（1997）．

ではなく，「組織の規模」としてとらえている．

組織の規模と土地面積や家畜頭数などの「物的

規模」とは相互に規定しあい結びついているの

でしばしば同じものと思われてしまうが別のも

のである．

　表2は，社会主義時代に集団化が実施された

国々において，体制転換後，農地利用面積（所有

面積ではないことに注意）にしめる家族経営・

個人経営のシェアがどのように推移してきたか

を示したものである．アルバニア，アルメニア，

ラトビアのように家族経営・個人経営のシェア

が非常に高くなった国がある一方で，中欧のチ

ェコ，スロバキア，旧東ドイツのような国や旧

ソ連諸国（表ではロシア）では，社会主義時代の

集団経営を継承した大規模生産組織が依然とし

て主流を占めている．

　SwinnenとMathijsは，個人経営の土地面積

比率が大きくなっている国は，（1）集団農場労

働者への土地配分比率が大きい，「（2）農業人口

の比重が大きい，（3）既存農場からの退出コス

トが相対的に小さい，という特徴を持つことを

指摘している（Swinnen　and　Mathijs，1997）．

　これに関連して特に注目されるのは，土地所

有の権利返還を実施した国々で，集団経営を継

承した大規模農場の比重が大きくなっていると

いう点である．旧所有者への権利返還は当初，

社会主義農場の崩壊を促進する政策であると見
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るむきが強かったが，実際には，それは逆に集

団経営の存続・延命を助ける作用があったと見

るべきである．すでに見たように旧所有者への

土地返還により，土地利用から分離した零細で

分散的な土地所有を多数作り出し，個人経営を

やろうとする場合の土地利用に関わる取引費用

を大幅に増大させていると見ることができる．

　土地やその他の資産が集団農場の労働者に配

分される場合には，個人経営の創出コストは相

対的に低く抑えられるので，個人経営の比重が

大きくなる．アルバニアのケースはいうまでも

ないが，ラトビアのように，旧所有者への土地

返還という方式が採用された国でも，結果とし

て農村の労働者へ土地が多く配分されたケース

では，個人経営の比率が高くなっている．逆に，

スロバキアにように，集団照準の農村において

土地無し農業労働者の比重が高かった国では，

土地所有権の返還によっても農場労働者には土

地が殆ど分配されず，そのことで，個人農化が

むしろさまたげられることになった．スロバキ，

アで集団農場の継承法人の比重が大きくなって

いるのは，しばしば，政府の保守的な政策のせ

いであると政治的なファクターによって説明さ

れることが多いが，実際には，土地の旧所有者

への返還が個人経営の創設コストを高めてしま

ったという事情の方が決定的であると思われる．

大農場の生き残りを説明するもう一つの重要な

ファクターは，集団経営の持っている「リス

ク・シェアリング」機能と農業労働者の危険回

避指向があげられる．Michael　Carterは，中

南米の経験に基づき，集団経営はリスク・シェ

アリングのメリットがあり，非集団化に伴い労

働インセンティブや生産性は増大してもリスク

や不安定性の増大という問題が起き，両老の間

にはトレード・オフ関係があるという議論を展

開した．彼によると，特に伝統的な小農経済で

はなく，購入投入財に強く依存する近代化され

た農業ではこのリスクの問題が非常に重要とな

る郵禦寓＿ウクラ／ナなど

の旧ソ連諸国で集団経営の比重が依然として高

いのは，このファクターが決定的な役割を果た
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していると考えられる．これらの国では，市場

経済を支える法律や制度が未発達で，所有権も

不明確なため，個人経営を行なうためのリスク

が非常に大きくなっている．しかも，体制転換

後の農産物需要の減少と輸入農産物の圧力によ

り，個人経営のリスクをおかすには農業をとり

まく経済的条件があまりにも悪くなりすぎた．

これがロシアなどで，商業的個人経営が発展し

なかった主要な原因である．

　規模の経済のファクターについても触れてお

く必要があるだろう．移行経済諸国における大

規模組織農業の存続は，規模の経済の問題とし

て論じられることがあるからである．しかし，

農業生産については，家族農場で可能な範囲を

超えた規模では，規模に関して収穫逓増の法則

は明瞭には働かないということを示した多くの

研究がある．農業生産よりも，むしろ，マーケ

ッティング，投入財の購入，信用や情報提供，

リスク・マネージメントについて協同化の優位

性や規模の経済が存在する（Deininger　1995）．

それゆえに，農業生産は個人で行いながら，こ

れらの分野については協同化するという形が多

くの国で見られるのである．問題はむしろ，社

会主義時代に大規模組織のもとで蓄積された技

術や知識，スキルといった要素が，非集団化に

よって失われることのコストの大きさにある．

ゼロから新しい制度をつくりあげるのは多大な

セットアップ費用がかかるのであり，その意味

で既存の集団経営制度を維持しようとする

self－enforcingな力が働くのは当然のこととも

言える．特に，社会主義時代に集団経営が一定

の高い生産力水準に到達し，かなり成功したと

考えられてきた中欧諸国では，こうした側面を

無視することは出来ない．

3．2集団農場の継承法人の性格・特徴

　東欧では，体制転換後，集団経営の継承法人

の大多数が，生産協同組合の形をとっている．

そして，これに関連し，社会主義時代のコルホ

ーズ的集団農場が，体制転換後には，「真の」あ

るいは「本来の」生産協同組合に転換したと指

摘する議論がある（Blaas　1996）．しかし，実際
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には，それは生産協同組合の特徴とされるもの

とは合致しない多くの要素を含んでいる．

　第一に，これらは，構成員によって自主的に

形成された組織としての特徴が希薄である．確

かに，コルホーズ型集団農場の場合と異なり，

それは強制に基づいて形成され’たのでなく，構

成員の「自主的な判断」によって協同組合とし

て再登録された．しかし，それは既存の農場組

織を解体することのリスクの大きさを感じ取っ

たことによる消極的選択である．構成員の積極

的な意思によってつくられた協同組合の持つ共

同体的一体感，結束度というものが必ずしも備

わっていない．

　第二に，構成員＝労働者の心理や行動パター

ンの中に，コルホーズ的集団農場の要素がなお

濃厚に残っている．社会主義時代のコルホーズ

的集団農場のもとで形成され慣習化した農民の

間のオポチュニスティックな労働態度，行動パ

ターンの影響で，取引コストが非常に大きいも

のとなっており，組織の効率は極めて低い．

　第三に，生産協同組合ではなく通常の事業会

社の特徴であるような要素が制度的にも実態的

にも持ち込まれている．それらのものとしては

次のものがあげられる（Wolz，θ’α1．1998）．（1）

構成員になるための条件がゆるやかで，労働貢

献をしない資産所有者を多く含んでいる．（2）

その結果として，構成員の中に利害を全く異に

するいくつかのグループが含まれることになり，

その利害対立が著しい．（3）経営者の立場が生

産協同組合よりもずっと強くなっている．

　これらの要素は，協同組合農場におけるエー

ジェンシー問題をコルホーズ的集団農場と同じ

ように深刻にさせるものである．生産協同組合

の場合，エージェンシー問題を解消し，取引費

用を減少させる主要な手段はメンバー間の共同

意識組織の結束度・一体感だからであり，こ

れらが欠如していることは組織効率を著しく低

下させる原因となる．

　過去の歴史をふりかえると，農業生産協同組

合というものはエージェンシー問題のために組

織として不安定で生存能力に乏しいということ

がしばしば指摘されてきたが，移行経済諸国に

343

おける新協同組合農場は，それ以上に不安定な

存在であろう．その上，構成員1人1票という

協同組合原則は，組織の変革や合理化を妨げる

ものとして移行経済ではとりわけ矛盾が大きい．

実際，東欧諸国ではこうした矛盾を解消するた

めに，他の法人形態への転換プロセスが少しず

つ始まっており，それは「第二の私有化」（東ド

イツ）とか「第二の転換プロセス」（チェコ）など

と呼ばれている（Doucha　1999，　Tillak　1999）．

4．大規模農場の生存能力

　最後に，多くの国で，体制転換後も，形を変

えながら存続する大規模農場が，今後も長期に

わたって生き残っていくのかという問題につい

て考えて見よう．

　労働者を多数抱えた大規模組織による農業形

態でまず問題とされるのは，家族経営のような

よりシンプルな組織に比べ内部の取引費用が著

しく高くなってしまうという点である．Wi1・

liamsonによる議論を引き合いに出すまでもな

く，生産組織の進化やイノベーションの歴史は，

取引費用＋生産費用という観点で最もコスト節

約的な組織形態が生き残るという観点から説明

される．しかも，農業組織の場合，とりわけ取

引費用の観点が重視される．なぜなら，農業で

はその生産活動の空間的分散性ゆえに，労働を

詳細に監督・モニタリングすることが困難であ

り，たとえ労働モニタリングができたとしても，

自然条件の影響による不確定性の大きさから，

個々の労働投入と最終成果との関連を評価する

のが難しい（阪本1980）．こうした理由から，農

業組織ではエージェンシー問題の発生が他の分

野の生産組織に比べはるかに深刻となるのであ

る．実際，社会主義諸国における集団農場の全

歴史がこのことを証明している．

　これに対し，家族農場は，農業特有の技術的

理由から空間的に分散してしまう労働者に対す

るモニタリングと監督の困難を解決する組織形

態だと見なすことができる（Pollak　1985）．先

進資本主義国では，いずれ’も家族農場が支配的

である．それは第一に，家族農場における相対

的に低し〕取引費用によって説明されるのであり，
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これが最も決定的な要因である．また，その他

にも，農業においては規模の経済の作用が相対

的に弱いこと，労働の機会費用が経済発展と共

に上昇，雇用労働コストが大きくなり，雇用労

働に依拠する大規模農場よりも家族労働中心の

農場が有利となってきた点，あるいは，老人労

働，夫人労働，若年労働などの費用が相対的に

小さい家族労働力の追加的な供給が見込める点

など，家族経営はその生存能力を大規模組織に

くらべ優位とする諸特性を持っているのである

（Schmitt　1991）．無論，農業における家族経営

の相対的優位性は超歴史的・絶対的なものでは

ない．既に述べたように，相続制度に依拠する

伝統的家族経営では能力ある経営者がなかなか

確保できないし，近年のバイオ技術などによる

資本集約的，知識集約的な農業技術革新は，一

連の分野で，プロフェッショナルなビジネス・

マネージャーが経営する大規模会社農場の発展

を導く可能性もある．しかし，今のところ，そ

うした変化は部分的なものにとどまっており，

取引費用の低さゆえの家族経営の優位性はくつ

がえされていない．

　こうした問題は，移行経済諸国においても基

本的に同一なのであり，取引費用の高い大規模

組織が家族経営に比べ不利な組織形態であるこ

とに変わりはない．無論，前節で見たような諸

要因がなくならない限り，移行経済諸国ではか

なり長期にわたって大規模組織農場が維持され

ていくだろう（その場合，前節でも触れたよう

に，現在，農業生産組織の多数派を占めている

生産協同組合は次第に変質・解体していって会

社農場や「資本家的経営体」が多くなっていく

可能性が強い）．しかし，大規模農場が存続す

る条件がいずれも過渡期に特有のものであり，

それによっては農場における家族経営の「潜在

的優位性」は否定されていないということも指

摘しておかねばならない．

　最初に述べたように，体制転換後の旧社会主

義国の農業構造変化について西側の学者の多く

の予想ははずれた．たとえば，ドイツの農業経

済学者の多くは，東西両ドイツの統合後も東ド

イツ地域で大規模組織経営が生き残り，しかも

相対的に高い生産性を実現していることに驚き，

彼らの当初の予想が間違っていたことを認めざ

るを得なかった．しかし，彼らの多くは，長期

的には東ドイツ地域でも「普通の国」と同じ農

業組織構造に収配していくだろうと，依然とし

て信じているのである．それは上に述べたよう

な家族経営の潜在的優位性に対する確信が，移

行期の特異な状況だけでは簡単に揺るがすこと

の出来ない根底的なものだからなのである．

　　　　　　　（北海道大学スラブ研究センター）
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